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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第13期
第２四半期
連結累計期間

第14期
第２四半期
連結累計期間

第13期
第２四半期
連結会計期間

第14期
第２四半期
連結会計期間

第13期

会計期間

自　平成22年
　　１月１日
至　平成22年
　　６月30日

自　平成23年
　　１月１日
至　平成23年
　　６月30日

自　平成22年
　　４月１日
至　平成22年
　　６月30日

自　平成23年 
　　４月１日 
至　平成23年 
　　６月30日

自　平成22年 
　　１月１日 
至　平成22年 
　　12月31日

売上高 (千円) 1,470,3281,671,812709,917 862,3222,967,581

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) 127,707 18,067 28,972 △19,322 105,245

四半期(当期)純利益
又は四半期純損失(△)

(千円) 96,854 43,318 19,291 △42,537 59,204

純資産額 (千円) ― ― 448,595 455,363 418,182

総資産額 (千円) ― ― 1,665,1271,768,5022,026,742

１株当たり純資産額 (円) ― 　― 28,326.1428,383.2225,910.31

１株当たり四半期(当期)
純利益金額又は
四半期純損失金額(△)

(円) 6,541.542,938.831,302.96△2,897.093,997.36

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 6,356.092,839.991,262.96 ― 3,849.72

自己資本比率 (％) ― ― 25.2 23.5 19.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 147,098 67,485 ― ― 193,140

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 133,657 68,595 ― ― 119,209

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △261,961△384,488 ― ― 101,874

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 871,1311,015,1231,266,497

従業員数 (名) ― ― 121 133 124

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第14期第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在

するものの、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、以下の会社が新規設立により新たに提出会社の関係会社となりま

した。

名称 住所
資本金又は
出資金
(php)

主要な事業
の内容

議決権の所有
割合(％)

関係内容

(連結子会社) 　 　 　 　 　

GaiaX Asia Corporation
P h i l i p p i n e
Makati City

４,000,000
ソーシャル
サービス事業

 
99.0

役員の兼務

(注) 　主要な事業の内容欄には、セグメント情報の名称を記載しております。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成23年６月30日現在

従業員数(名)
133
(285)

(注) 　  従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数(契約社員、パートタイマーを含みます。）は当第２四半期連結会計

期間の平均人員を(　)内に外数で記載しております。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成23年６月30日現在

従業員数(名)
58

(266)

(注) 　　従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数(契約社員、パートタイマーを含みます。）は当第２四半期会計期間

の平均人員を(　)内に外数で記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　　　該当事項はありません。

　

(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

ソーシャルサービス事業 ― ― ― ―

受託開発事業 517,198 ― 126,330 ―

合計 517,198 ― 126,330 ―

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　ソーシャルサービス事業については、受注の規模を金額あるいは数量で示すことが馴染まないため記載してお

りません。

　
(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 販売高(千円)
前年同四半期比
（％）

ソーシャルサービス事業 438,893 ―

受託開発事業 423,429 ―

合計 862,322 ―

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合
　

相手先

前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

伊藤忠テクノソリュー
ションズ株式会社

231,976 32.6 282,085 32.7

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについては重要な変更はありません。な

お、重要事象等は存在しておりません。

　
３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日において当社グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものであります。

　

　（１）経営成績の分析

　

わが国の経済状況は、震災後、消費マインドの悪化が主因により急激に落ち込みましたが、４月後半か

ら個人消費も緩やかに改善、加えて企業の生産回復により持ち直しの動きが増勢しつつあります。一方、

当社を取り巻くインターネットビジネス市場は、昨年再成長を見せたソーシャルメディアにおいて、その

傾向は今年も続いています。『インターネット白書2011』（インターネット協会監修、インプレスジャパ

ン発行）によると、Twitterに代表される短いフレーズで情報発信するマイクロブログの利用率は16.2％

となり、昨年から6.5ポイント増の大幅な上昇となりました。また、SNS利用率も昨年の21.3％から 32.1％

に上昇、タブレット端末派やスマートフォン派、携帯電話派、携帯電話パソコン併用派の利用率が40％を

超えており、インターネットはもはや生活の一部と言われるまでになりました。このような状況のもと、

当社グループはソーシャルメディアの構築・運営・監視及びソーシャルアプリサポートのリーディング

カンパニーとして、引き続き事業の拡大を図って参りました。

当第２四半期連結会計期間の業績は、各種プロダクト毎に営業力の増強を図りランニング売上が堅調

に積み上がりました。その結果、売上高は、862,322千円(前年同期比21.5％増)の増収となりました。営業

損益については、事業投資を積極的に行ったことにより費用が増加し、△13,298千円(前年同期比△

142.5％減)となりました。経常損益は、経常的な利息の計上により△19,322千円(前年同期比△166.7％

減）となり、最終損益は四半期純損失42,537千円(前年同期比△320.5％減)となりました。

　　セグメントの業績は、次のとおりであります。

　
①ソーシャルサービス事業

ソーシャルサービス事業におきましては、クラウド型SNS「エアリー」を含む≪法人向けソーシャル

ネットワークサービス≫、 学校裏サイト・ネットいじめ対策コンサルティング「スクールガーディア

ン」を含む≪教育機関向けソーシャルサービス≫、SNSや（マイクロ）ブログなどのソーシャルメディア

の企画・開発・運営、24時間掲示板監視を含む≪法人向けソーシャルメディア運用サービス≫、モバイ

ル／スマホ向けコンテンツ配信「モバリスト」やiPhone／iPadアプリのレビューサイト「AppBank」を

含む≪デジタルコンテンツサービス≫などが属しております。

　当第２四半期連結会計期間におきましては、昨今、Facebookやmixiといった大手SNSを中心にソーシャル

アプリの積極的な導入が進められた背景もあり、≪法人向けソーシャルメディア運用サービス≫である

「ソーシャルアプリサポート」が堅調に推移いたしました。≪デジタルコンテンツサービス≫である

「AppBank」は、提供するiPhoneアプリ「ポケットベガス」が、今年度の４月に、リリースから1年49日で

累計プレイ回数が1億回を達成。また、iPhone／iPadアプリのレビューサイト「AppBank」のiPhoneアプリ

「AppBank for iPhone」は、７月に累計ダウンロード数が100万を突破いたしました。また、当社における

ソーシャルメディア研究の専門機関であるGaiaXソーシャルメディア ラボが執筆した『ポケット百科

facebook 知りたいことがズバッとわかる本』が出版され、Amazonランキング　コンピュータ・IT部門、及

び「本」カテゴリーのヒット商品ランキング（売上ランキングで過去24時間以内に最も売上が伸びた商

品）において１位を獲得いたしました。

また、≪デジタルコンテンツサービス≫であるiPhone ／ iPadアプリのレビューサイト「AppBank」

が、『日本ブログメディア新人賞』（株式会社ライブドア主催）にて「第１回日本ブログメディア新人
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賞」大賞を受賞、『LinkShare Award 2010』（リンクシェア・ジャパン株式会社主催）にて「Best 

Contents of the Year 2010」を受賞するなど、引き続き注目されています。

この結果、売上高は、439,067千円となりましたが、営業損益は、積極的な事業投資を行ったことにより

39,992千円の損失となりました。

なお、「ソーシャルコミュニティ事業」という名称を使用しておりました報告セグメントにつきまし

て、当第２四半期連結会計期間から「ソーシャルサービス事業」に変更しております。変更は名称のみで

あり、これによる報告セグメントの損益に与える影響はありません。

　

②受託開発事業

受託開発事業におきましては、子会社の株式会社電縁が主力事業としております。当第２四半期連結会

計期間は、引き続き既存顧客からの新規受注案件が増加、震災の影響も軽微に留まったため堅調に推移い

たしました。

　この結果、売上高は、434,449千円となり、営業損益は、64,662千円となりました。

　

（２）財政状態の分析

　

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べて12.0％減少し、1,555,572千円となりました。これは、主に売掛

金が29,500千円増加したこと及び現金及び預金が235,947千円減少したことなどによります。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べて18.0％減少し212,930千円となりました。これは、有形固定資産

が12,744千円増加したこと、長期性預金が60,620千円減少したことによるものであります。

　この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて12.7％減少し1,768,502千円となりました。

　
 (負債)

流動負債は、前連結会計年度末に比べて22.8％減少し834,184千円となりました。これは、主に買掛金が

30,657千円、前受金が40,411千円増加したこと及び短期借入金が300,000千円、預り金が35,011千円減少

したことによるものであります。

  固定負債は、前連結会計年度末に比べて9.2％減少し478,954千円となりました。これは、主に社債が

53,500千円減少したことよるものであります。

　この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて18.4％減少し、1,313,138千円となりました。

　
(純資産)

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて8.9％増加し、455,363千円となりました。これは、利益剰余金

が四半期純利益により43,318千円増加したこと及び自己株式が14,074千円増加したことによるものであ

ります。
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（３）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は第

１四半期会計期間末と比べ137,887千円減少し、1,015,123千円となりました。

　当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローとそれらの要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果増加した資金は、101,249千円(前年同期は123,783千円の収入)となりました。主な増加

要因は、前受金の増加額81,060千円であり、主な減少要因は、仕入債務の減少額15,561千円であります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果増加した資金は、93,679千円(前年同期は95,545千円の収入)となりました。この主な増

加要因は、定期預金の払戻による収入103,600千円であり、主な減少要因は、定期預金の預け入れによる支

出53,901千円によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果減少した資金は、329,857千円(前年同期は242,801千円の支出)となりました。この主な

要因は、短期借入金の増減額300,000千円の減少要因によるものであります。

　

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な　

　変更及び新たに生じた課題はありません。

　

（５）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

　　当第２四半期会計期間において、以下の設備を取得しております。

　① 提出会社

　　該当事項はありません。

　　　　

　② 国内子会社

　

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(人)建物及び

構築物
工具器具
及び備品

ソフト
ウェア

合計

㈱GT-Agency
本社
(東京都品川区)

ソーシャル
サービス事業

ソフトウェア － － 2,191 2,191 １(４)

(注) １　金額には消費税等を含んでおりません。

２　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は年間平均人員を(　)内に外数で記載しております。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除

却等について、重要な変更並びに設備計画の完了はありません。

　また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 68,686

計 68,686

(注)　平成23年５月11日開催の取締役会決議により、平成23年７月１日付で株式分割に伴う定款の変更が行われ、発行可

能株式総数は20,605株増加し、89,291株となっております。

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 18,041 23,453
名古屋証券取引所
セントレックス

(注)１、２、４

計 18,041 23,453 ― ―

(注) １　完全議決権株式であり、権利の内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

　　 ２　単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。

　　 ３　「提出日現在発行数」欄には、平成23年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権（旧商法

　に基づく新株引受権を含む）の行使により発行された株式数は含まれておりません。

　　 ４　平成23年５月11日開催の取締役会決議により、平成23年７月１日付で１株を1.3株に株式分割し、これに伴

　い株式数が5,412株増加しております。
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(2) 【新株予約権等の状況】

　

　　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権

①　(平成14年８月28日定時株主総会決議)

区分
第２四半期会計期間末現在
(平成23年６月30日)

新株予約権の数 　25個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 　32株(注)１(注)２

新株予約権の行使時の払込金額 76,924円(注)３

新株予約権の行使期間
平成16年10月１日から
平成23年９月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額

発行価格　    　76,924円
資本組入額　　　38,462円

新株予約権の行使の条件

権利行使時において当社の取締役又は従業員であるこ
とを要します。但し、取締役が任期満了により退任した
場合は権利行使可能です。又、権利者の相続人も行使可
能です。その他の条件は当社と被付与者との間で締結
する契約に定めます。

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡及び質入は認めません。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

─

(注) １　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利を喪失したものにかかる新

株予約権の目的となる株式の数を減じた額です。

２　新株予約権発行日以降に、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を

調整するものとします。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の

目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てます。

　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

３　新株予約権発行日以降に当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合(新株予約権の行使によるものを除

く。)は、次の算式により払い込む金額を調整するものとします。(１円未満の端数は切り上げる。)

　
既発行株式数＋

新発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株発行前の株価

既発行株式数＋新発行株式数
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②　(平成15年４月１日臨時株主総会決議)

区分
第２四半期会計期間末現在
(平成23年６月30日)

新株予約権の数 　10個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 13株(注)１(注)２

新株予約権の行使時の払込金額 76,924円(注)３

新株予約権の行使期間
平成17年５月１日から
平成24年４月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額

発行価格　    　76,924円
資本組入額　　　38,462円

新株予約権の行使の条件

権利行使時において当社子会社の取締役又は従業員で
あることを要します。但し、取締役が任期満了により退
任した場合は権利行使可能です。又、権利者の相続人も
行使可能です。その他の条件は当社と被付与者との間
で締結する契約に定めます。

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡及び質入は認めません。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

─

(注) １　新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利を喪失したものにかかる新株予約権の目的とな

る株式の数を減じた額です。

２　新株予約権発行日以降に、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を

調整するものとします。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の

目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てます。

　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

３　新株予約権発行日以降に当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合(新株予約権の行使によるものを除

く。)は、次の算式により払い込む金額を調整するものとします。(１円未満の端数は切り上げます。)

　
既発行株式数＋

新発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株発行前の株価

既発行株式数＋新発行株式数
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③　(平成17年１月31日臨時株主総会決議)

区分
第２四半期会計期間末現在
(平成23年６月30日)

新株予約権の数 　79個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 102株(注)１(注)２

新株予約権の行使時の払込金額 115,385円(注)３

新株予約権の行使期間
平成19年３月１日から
平成26年２月28日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額

発行価格　　 　115,385円
資本組入額　　　57,693円

新株予約権の行使の条件

権利行使時において役員又は従業員であることを要し
ます。但し、役員が任期満了により退任した場合は権利
行使可能です。又、権利者の相続人も行使可能です。そ
の他の条件は当社と被付与者との間で締結する契約に
定めます。

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡及び質入は認めません。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

─

(注) １　新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利を喪失したものにかかる新株予約権の目的とな

る株式の数を減じた額です。

２　新株予約権発行日以降に、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を

調整するものとします。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の

目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てます。

　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

３　新株予約権発行日以降に当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合(新株予約権の行使によるものを除

く。)は、次の算式により払い込む金額を調整するものとします。(１円未満の端数は切り上げます。)

　
既発行株式数＋

新発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株発行前の株価

既発行株式数＋新発行株式数
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④　(平成17年８月29日定時株主総会決議)

区分
第２四半期会計期間末現在
(平成23年６月30日)

新株予約権の数 42個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 54株(注)１(注)２

新株予約権の行使時の払込金額 335,516円(注)３

新株予約権の行使期間
平成19年10月１日から
平成26年９月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額

発行価格　　　　335,516円
資本組入額　　　167,758円

新株予約権の行使の条件

権利行使時において役員又は従業員であることを要し
ます。但し、役員が任期満了により退任した場合は権利
行使可能です。又、権利者の相続人も行使可能です。そ
の他の条件は当社と被付与者との間で締結する契約に
定めます。

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡及び質入は認めません。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

─

(注) １　新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利を喪失したものにかかる新株予約権の目的とな

る株式の数を減じた額です。

２　新株予約権発行日以降に、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を

調整するものとします。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の

目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てます。

　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

３　新株予約権発行日以降に当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合(新株予約権の行使によるものを除

く。)は、次の算式により払い込む金額を調整するものとします。(１円未満の端数は切り上げます。)

　
既発行株式数＋

新発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株発行前の株価

既発行株式数＋新発行株式数
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会社法の規定に基づく新株予約権　

⑤　(平成19年３月29日定時株主総会決議)

区分
第２四半期会計期間末現在
(平成23年６月30日)

新株予約権の数 11個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 14株(注)１(注)２

新株予約権の行使時の払込金額 230,770円(注)３

新株予約権の行使期間
平成21年７月１日から
平成23年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額

発行価格　　　　230,770円
資本組入額　　　115,385円

新株予約権の行使の条件

権利行使時において、当社又は当社の関係会社の役員
又は従業員であることを要します。但し、役員が任期満
了により退任した場合は権利行使可能です。又、権利者
の相続人も行使可能です。その他の条件は当社と被付
与者との間で締結する契約に定めます。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡は取締役会の承認を要するものとし
ます。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

─

(注) １　新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利を喪失したものにかかる新株予約権の目的とな

る株式の数を減じた額です。

２　新株予約権発行日以降に、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を

調整するものとします。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の

目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てます。

　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

３　新株予約権発行日以降に当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合(新株予約権の行使によるものを除

く。)は、次の算式により払い込む金額を調整するものとします。(１円未満の端数は切り上げます。)

　
既発行株式数＋

新発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株発行前の株価

既発行株式数＋新発行株式数
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⑥　(平成20年３月28日定時株主総会決議)

区分
第２四半期会計期間末現在
(平成23年６月30日)

新株予約権の数 554個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 720株(注)１(注)２

新株予約権の行使時の払込金額 44,117円(注)３

新株予約権の行使期間
平成22年４月２日から
平成24年４月１日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額

発行価格　　　　44,117円
資本組入額　　　22,059円

新株予約権の行使の条件

権利行使時において、当社又は当社の関係会社の役員
又は従業員であることを要します。但し、役員が任期満
了により退任した場合は権利行使可能です。又、権利者
の相続人も行使可能です。その他の条件は当社と被付
与者との間で締結する契約に定めます。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡は取締役会の承認を要するものとし
ます。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

─

(注) １　新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利を喪失したものにかかる新株予約権の目的とな

る株式の数を減じた額です。

２　新株予約権発行日以降に、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を

調整するものとします。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の

目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てます。

　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

３　新株予約権発行日以降に当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合(新株予約権の行使によるものを除

く。)は、次の算式により払い込む金額を調整するものとします。(１円未満の端数は切り上げます。)

　
既発行株式数＋

新発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株発行前の株価

既発行株式数＋新発行株式数
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⑦　(平成20年３月28日定時株主総会決議)

区分
第２四半期会計期間末現在
(平成23年６月30日)

新株予約権の数 324個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 421株(注)１(注)２

新株予約権の行使時の払込金額 44,117円(注)３

新株予約権の行使期間
平成23年４月２日から
平成25年４月１日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額

発行価格　　　　44,117円
資本組入額　　　22,059円

新株予約権の行使の条件

権利行使時において、当社又は当社の関係会社の役員
又は従業員であることを要します。但し、役員が任期満
了により退任した場合は権利行使可能です。又、権利者
の相続人も行使可能です。その他の条件は当社と被付
与者との間で締結する契約に定めます。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡は取締役会の承認を要するものとし
ます。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

─

(注) １　新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利を喪失したものにかかる新株予約権の目的とな

る株式の数を減じた額です。

２　新株予約権発行日以降に、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を

調整するものとします。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の

目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てます。

　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

３　新株予約権発行日以降に当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合(新株予約権の行使によるものを除

く。)は、次の算式により払い込む金額を調整するものとします。(１円未満の端数は切り上げます。)

　
既発行株式数＋

新発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株発行前の株価

既発行株式数＋新発行株式数
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⑧　(平成21年３月30日定時株主総会決議)

区分
第２四半期会計期間末現在
(平成23年６月30日)

新株予約権の数 278個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 361株(注)１(注)２

新株予約権の行使時の払込金額 42,122円(注)３

新株予約権の行使期間
平成23年４月２日から
平成25年４月１日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額

　　   発行価格　    42,122円       
資本組入額　　21,061円

新株予約権の行使の条件

権利行使時において、当社又は当社の関係会社の役員
又は従業員であることを要します。但し、役員が任期満
了により退任した場合は権利行使可能です。又、権利者
の相続人も行使可能です。その他の条件は当社と被付
与者との間で締結する契約に定めます。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡は取締役会の承認を要するものとし
ます。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

─

(注) １　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利を喪失したものにかかる新

株予約権の目的となる株式の数を減じた額です。

２　新株予約権発行日以降に、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を

調整するものとします。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の

目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てます。

　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

３　新株予約権発行日以降に当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合(新株予約権の行使によるものを除

く。)は、次の算式により払い込む金額を調整するものとします。(１円未満の端数は切り上げます。)

　
既発行株式数＋

新発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株発行前の株価

既発行株式数＋新発行株式数
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⑨　(平成22年３月30日定時株主総会決議)

区分
第２四半期会計期間末現在
(平成23年６月30日)

新株予約権の数 281個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 281株(注)１(注)２

新株予約権の行使時の払込金額 53,000円(注)３

新株予約権の行使期間
平成24年３月31日から
平成26年３月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額

 　　  発行価格　    53,000円       　　　　　　　資本組入
額　　26,500円

新株予約権の行使の条件

権利行使時において、当社又は当社の関係会社の役員
又は従業員であることを要します。但し、役員が任期満
了により退任した場合は権利行使可能です。又、権利者
の相続人も行使可能です。その他の条件は当社と被付
与者との間で締結する契約に定めます。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡は取締役会の承認を要するものとし
ます。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

─

(注) １　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利を喪失したものにかかる新

株予約権の目的となる株式の数を減じた額です。

２　新株予約権発行日以降に、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を

調整するものとします。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の

目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てます。

　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

３　新株予約権発行日以降に当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合(新株予約権の行使によるものを除

く。)は、次の算式により払い込む金額を調整するものとします。(１円未満の端数は切り上げます。)

　
既発行株式数＋

新発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株発行前の株価

既発行株式数＋新発行株式数
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⑩　(平成23年３月30日定時株主総会決議)

区分
第２四半期会計期間末現在
(平成23年６月30日)

新株予約権の数 296個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 296株(注)１(注)２

新株予約権の行使時の払込金額 66,465円(注)３

新株予約権の行使期間
平成25年４月５日から
平成27年４月４日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額

発行価格　    66,465円
資本組入額　　33,233円

新株予約権の行使の条件

権利行使時において、当社又は当社の関係会社の役員
又は従業員であることを要します。但し、役員が任期満
了により退任した場合は権利行使可能です。又、権利者
の相続人も行使可能です。その他の条件は当社と被付
与者との間で締結する契約に定めます。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡は取締役会の承認を要するものとし
ます。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

─

(注) １　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利を喪失したものにかかる新

株予約権の目的となる株式の数を減じた額です。

２　新株予約権発行日以降に、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を

調整するものとします。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の

目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てます。

　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

３　新株予約権発行日以降に当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合(新株予約権の行使によるものを除

く。)は、次の算式により払い込む金額を調整するものとします。(１円未満の端数は切り上げます。)

　
既発行株式数＋

新発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株発行前の株価

既発行株式数＋新発行株式数
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　(3)　【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年６月30日 ― 18,041 ― 100,000 ― 14,806

(注)　平成23年７月１日付で１株を1.3株に株式分割し、これに伴い発行済株式総数が5,412株増加しております。

　

(6) 【大株主の状況】

　 　 平成23年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ガイアックス 東京都品川区西五反田１丁目21―８ 3,378 18.72

上　田　祐　司 東京都品川区 2,361 13.08

ガイアックス従業員持株会 東京都品川区西五反田１丁目21―８ 919 5.09

小　方　麻　貴 東京都中央区 839 4.65

ガイアックス役員持株会 東京都品川区西五反田１丁目21―８ 738 4.09

遠　藤　健　治 東京都渋谷区 572 3.17

加　藤　俊　男 東京都練馬区 520 2.88

松　下　春　樹 奈良県宇陀市 445 2.46

株式会社サン・クロレラ
京都府京都市下京区烏丸通五条下る大坂町
369番地

310 1.71

SEホールディングス・アンド・
インキュベーションズ株式会社

東京都新宿区舟町５番 286 1.58

計 ― 10,368 57.47
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成23年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式　 3,378 ―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式　14,663 14,663
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

発行済株式総数 18,041 ― ―

総株主の議決権 ― 14,663 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が16株含まれております。

　

② 【自己株式等】

　平成23年６月30日現在

所有者の氏名
  又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ガイアックス

東京都品川区
西五反田１－21－８

3,378 ― 3,378 18.72

計 ― 3,378 ― 3,378 18.72

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成23年
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 76,90076,40072,50068,00072,60073,000

最低(円) 71,10070,10051,60061,00061,90051,800

(注)　最高・最低株価は、名古屋証券取引所セントレックスにおけるものであります。

　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成22年１月１日から平成22年６月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成23年１月１日から平成23年６月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成22年４月１

日から平成22年６月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成22年１月１日から平成22年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表についてはビーエー東京監査法人による四半期レビューを受け、また当第２

四半期連結会計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成

23年１月１日から平成23年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、ＵＨＹ東京監査法人による

四半期レビューを受けております。

　なお、ビーエー東京監査法人は平成23年６月１日付をもって名称をＵＨＹ東京監査法人に変更しておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※2
 1,162,112

※2
 1,398,059

受取手形及び売掛金 340,926 308,696

仕掛品 18,395 19,036

繰延税金資産 8,304 8,304

その他 27,070 34,467

貸倒引当金 △1,236 △1,365

流動資産合計 1,555,572 1,767,198

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 29,621 14,829

工具、器具及び備品（純額） 9,932 11,980

有形固定資産合計 ※1
 39,554

※1
 26,810

無形固定資産

ソフトウエア 11,022 3,583

のれん 7,373 19,239

その他 145 145

無形固定資産合計 18,542 22,969

投資その他の資産

投資有価証券 1,437 7,177

長期預金 ※2
 72,040

※2
 132,660

敷金及び保証金 61,780 54,905

繰延税金資産 2,897 2,897

その他 22,997 17,323

貸倒引当金 △6,318 △5,197

投資その他の資産合計 154,834 209,765

固定資産合計 212,930 259,544

資産合計 1,768,502 2,026,742
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 164,983 134,325

短期借入金 － 300,000

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 207,412

※2
 226,984

1年内償還予定の社債 107,400 107,800

未払費用 100,712 100,808

前受金 118,858 －

預り金 13,962 48,973

未払法人税等 48,040 6,626

その他 72,815 155,639

流動負債合計 834,184 1,081,157

固定負債

社債 171,500 225,000

長期借入金 ※2
 275,054

※2
 270,002

その他 32,400 32,400

固定負債合計 478,954 527,402

負債合計 1,313,138 1,608,559

純資産の部

株主資本

資本金 100,000 100,000

資本剰余金 376,858 376,119

利益剰余金 91,363 48,045

自己株式 △152,021 △137,946

株主資本合計 416,200 386,217

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △17 △1,397

評価・換算差額等合計 △17 △1,397

新株予約権 39,169 33,362

少数株主持分 11 －

純資産合計 455,363 418,182

負債純資産合計 1,768,502 2,026,742
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年６月30日)

売上高 1,470,328 1,671,812

売上原価 840,139 1,051,681

売上総利益 630,188 620,130

販売費及び一般管理費合計 ※１
 497,781

※１
 597,216

営業利益 132,407 22,914

営業外収益

受取利息 690 444

助成金収入 1,676 2,169

雑収入 545 3,105

その他 30 52

営業外収益合計 2,941 5,771

営業外費用

支払利息 5,275 5,041

為替差損 － 3,928

支払保証料 442 461

貸倒引当金繰入額 － 872

社債発行費 1,689 －

その他 233 314

営業外費用合計 7,641 10,617

経常利益 127,707 18,067

特別利益

投資有価証券売却益 － ※2
 48,180

貸倒引当金戻入額 193 －

償却債権取立益 1,200 1,200

訴訟関連債務戻入益 － ※3
 23,834

その他 － 76

特別利益合計 1,393 73,291

特別損失

特別損失合計 － －

税金等調整前四半期純利益 129,100 91,359

法人税、住民税及び事業税 32,246 48,040

法人税等合計 32,246 48,040

少数株主損益調整前四半期純利益 － 43,318

四半期純利益 96,854 43,318
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

売上高 709,917 862,322

売上原価 418,519 561,540

売上総利益 291,398 300,781

販売費及び一般管理費合計 ※１
 260,112

※１
 314,079

営業利益又は営業損失（△） 31,286 △13,298

営業外収益

受取利息 199 191

雑収入 316 532

その他 30 40

営業外収益合計 545 764

営業外費用

支払利息 2,610 2,530

為替差損 － 3,901

支払保証料 216 219

その他 32 138

営業外費用合計 2,859 6,788

経常利益又は経常損失（△） 28,972 △19,322

特別利益

貸倒引当金戻入額 52 －

償却債権取立益 600 600

その他 － 76

特別利益合計 652 676

特別損失

特別損失合計 － －

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

29,624 △18,645

法人税、住民税及び事業税 10,333 23,892

法人税等合計 10,333 23,892

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

－ △42,537

四半期純利益又は四半期純損失（△） 19,291 △42,537
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 129,100 91,359

減価償却費 7,369 7,195

のれん償却額 24,806 11,866

株式報酬費用 4,814 6,644

貸倒引当金の増減額（△は減少） △193 991

受取利息及び受取配当金 △720 △496

支払利息 5,275 5,041

投資有価証券売却損益（△は益） － △48,180

社債発行費 1,689 －

売上債権の増減額（△は増加） 100,124 △33,697

たな卸資産の増減額（△は増加） △74,120 641

前受金の増減額（△は減少） 13,417 40,411

預り金の増減額（△は減少） △27,827 △35,011

未払金の増減額（△は減少） 2,586 △6,626

仕入債務の増減額（△は減少） 961 30,657

前払費用の増減額（△は増加） 14,510 △1,201

未払費用の増減額（△は減少） △15,736 115

未収入金の増減額（△は増加） － 4,897

その他 △6,447 3,925

小計 179,610 78,533

利息及び配当金の受取額 1,205 902

利息の支払額 △5,278 △5,324

法人税等の支払額 △28,438 △6,626

営業活動によるキャッシュ・フロー 147,098 67,485

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の売却による収入 － 54,373

事業譲受による支出 △5,331 －

定期預金の払戻による収入 354,463 103,600

定期預金の預入による支出 △209,915 △58,411

有形固定資産の取得による支出 △4,264 △16,435

無形固定資産の取得による支出 △1,241 △4,261

長期貸付けによる支出 △1,300 △6,250

長期貸付金の回収による収入 3,376 3,231

敷金及び保証金の差入による支出 － △17,332

敷金の回収による収入 － 11,534

その他 △2,128 △1,453

投資活動によるキャッシュ・フロー 133,657 68,595
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △200,000 △300,000

長期借入れによる収入 150,000 100,000

長期借入金の返済による支出 △109,202 △114,520

配当金の支払額 △140,420 △1,870

社債の発行による収入 98,310 －

社債の償還による支出 △60,650 △53,900

自己株式の取得による支出 － △15,753

その他 － 1,555

財務活動によるキャッシュ・フロー △261,961 △384,488

現金及び現金同等物に係る換算差額 － △2,965

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 18,794 △251,374

現金及び現金同等物の期首残高 852,336 1,266,497

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 871,131

※
 1,015,123
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【継続企業の前提に関する事項】

　該当事項はありません。

　
【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第２四半期連結累計期間

(自　平成23年１月１日　至　平成23年６月30日)

１．連結の範囲に関する事

項の変更

 
 

(1)連結の範囲の変更

　当第２四半期連結会計期間より、新たに設立したGaiaX　Asia　Corporationを連

結の範囲に含めております。

(2)変更後の連結子会社の数

　７社

　

　
当第２四半期連結累計期間

(自　平成23年１月１日　至　平成23年６月30日)

２．会計処理基準に関する

事項の変更

 
 

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計

基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

なお、この変更による損益への影響はありません。

　
【表示方法の変更】

　
当第２四半期連結累計期間 

(自　平成23年１月１日　至　平成23年６月30日)

(四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成21年３月24日　内閣府令第５号)の適用に

より、当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。　　　

 
 (四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示し

ておりました「未収入金の増減額(△は増加)」は、当第２四半期連結累計期間において、その重要性が増したた

め、区分掲記しております。なお、前第２四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「そ

の他」に含まれる「未収入金の増減額(△は増加）」は1,342千円であります。

 
　

当第２四半期連結会計期間 
(自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日)

(四半期連結貸借対照表関係）

前第２四半期連結会計期間において、流動負債の「その他」に含めていた「前受金」は、負債及び純資産の合

計額の100分の10を超えたため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記することとしております。なお、前第２

四半期連結会計期間の流動負債の「その他」に含まれる「前受金」は81,696千円であります。
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【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間 

(自　平成23年１月１日　至　平成23年６月30日)

１　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間案分して算定する方法に

よっております。

２　繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プ

ランニングを利用する方法によっております。

　
【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間 

(自　平成23年１月１日　至　平成23年６月30日)

１　税金費用の計算

税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積もり、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。なお、法

人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年12月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　 51,901千円

 
※２　担保に供している資産は次のとおりでありま
　　す。

　現金及び預金 51,972千円

　長期預金 18,240千円

 
　　　担保付債務は次のとおりであります。

一年内返済予定の長期借入金 10,008千円

長期借入金 32,486千円

 
当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取
引銀行１行と当座貸越契約を締結しております。 
　当第２四半期連結会計期間末における当座貸越契約に
係る借入未実行残高等は次のとおりであります。
 
当座貸越限度額総額　　　　　　　　 300,000千円 
借入実行残高　　　　　　 　　　　　　　 ０千円　　 
差引額　　　　　　　　　　　　　　 300,000千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　 46,720千円

 
※２　担保に供している資産は次のとおりでありま 
　　す。

　現金及び預金 34,144千円

　長期預金 30,060千円
 
　　　担保付債務は次のとおりであります。

一年内返済予定の長期借入金 10,008千円

長期借入金 37,490千円

 
当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取
引銀行１行と当座貸越契約を締結しております。 
　当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入未
実行残高等は次のとおりであります。
 
当座貸越限度額総額　　　　　　　 　300,000千円
借入実行残高　　　　　　　　　　　 300,000千円　　
差引額　　　　　　　　　　　　　　　　　　０円

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日 
  至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間 
(自　平成23年１月１日 
　至　平成23年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び

　　金額は次の通りであります。　　　

役員報酬 53,658千円

給与及び手当 205,465千円

　 　
　
　
　
　

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び 

　　金額は次の通りであります。　　　

役員報酬 52,974千円

給与及び手当 252,012千円

　 　
※２　投資有価証券売却益は、当社が保有するAPOL社
　　の株式を売却したものであります。
　
※３　訴訟関連債務戻入益は、子会社のトゥギャザー
　　株式会社に対する訴訟につき、勝訴が確定したこ
　　とによるものであります。

　

第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び

　　金額は次の通りであります。　　　

役員報酬 26,702千円

給与及び手当 103,430千円

　 　

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び 

　　金額は次の通りであります。　　　

役員報酬 26,037千円

給与及び手当 128,743千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間 
(自　平成22年１月１日 
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間 
(自　平成23年１月１日 
　至　平成23年６月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
                      　　(平成22年６月30日現在)

現金及び預金 1,096,460千円

有価証券 10,001千円

　　　　　　計 1,106,462千円

預入期間が３か月超の定期預金 △235,330千円

現金及び現金同等物 871,131千円
 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
　　　　　　　　　　　　　(平成23年６月30日現在)

現金及び預金 1,162,112千円

有価証券 10,007千円

　　　　　　計 1,172,120千円

預入期間が３か月超の定期預金 156,997千円

現金及び現金同等物 1,015,123千円

 

　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成23年６月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成23年１月１日　

至　平成23年６月30日)

　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 18,041

　
　
２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 3,378

　
　
３　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株)
当第２四半期連結 　　会

計期間末残高
(千円)

提出会社

平成19年ストックオ
プションとしての新
株予約権

─ ─ 100

平成20年ストックオ
プションとしての新
株予約権

─ ─ 15,058

平成20年ストックオ
プションとしての新
株予約権

― ─ 9,972

平成21年ストックオ
プションとしての新
株予約権

─ ─ 6,921

平成22年ストックオ
プションとしての新
株予約権

─ ─ 5,906

平成23年ストックオ
プションとしての新
株予約権

─ ─ 1,209

合計 ─ 39,169

(注)　権利行使期間の初日が到来していない新株予約権の当第２四半期連結会計期間末残高は、7,115千円で　

あります。
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４　配当に関する事項

　　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

平成23年３月１日及び平成23年５月11日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により

読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得することを決議し、平成23年３月２

日及び平成23年５月18日から６月30日に当該取得を実施致しました。この結果、当第２四半期連結累計期

間において自己株式が14,074千円増加し、当第２四半期連結会計期間末における自己株式は152,021千円

となっております。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

　

　
コミュニ
ティ事業
(千円)

受託開発
事業
(千円)

その他事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

416,798288,859 4,260 709,917 ― 709,917

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

1,831 3,525 32,100 37,456(37,456) ―

計 418,629292,38436,360747,374(37,456)709,917

営業利益 19,226 13,226 27,296 59,749(28,462)31,286

(注) １　事業区分の方法

サービスの種類・性質、販売市場の類似性等により、コミュニティ事業、受託開発事業、その他事業に区分し

ております。

２　各区分に属する主要な製品

コミュニティ事業・・・・ブログ、ＳＮＳ、ライセンス販売など提供ソフトウェアのカスタマイズ等コミュ

ニティにかかるソリューションの提供

受託開発事業・・・・・・システム開発業務

その他事業・・・・・・・上記以外の付随事業及び子会社経営指導

　

前第２四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日)
　

　
コミュニ
ティ事業
(千円)

受託開発
事業
(千円)

その他事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

826,491635,526 8,3101,470,328 ― 1,470,328

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

4,225 22,995 63,900 91,120(91,120) ―

計 830,716658,52172,2101,561,449(91,120)1,470,328

営業利益 83,113 52,450 54,204189,768(57,360)132,407

(注) １　事業区分の方法

サービスの種類・性質、販売市場の類似性等により、コミュニティ事業、受託開発事業、その他事業に区分し

ております。

２　各区分に属する主要な製品

コミュニティ事業・・・・ブログ、ＳＮＳ、ライセンス販売など提供ソフトウェアのカスタマイズ等コミュ

ニティにかかるソリューションの提供

受託開発事業・・・・・・システム開発業務

その他事業・・・・・・・上記以外の付随事業及び子会社経営指導
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)及び前第２四半期連結累計

期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日)

　

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

　
【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)及び前第２四半期連結累計

期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日)

　

連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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【セグメント情報】

　

１  報告セグメントの概要

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

あります。

　当社グループは、ソーシャルコミュニティサイトの企画、開発及び運営を主たる業務としておりま

　す。従って、サービスの種類・性質、販売市場の類似性等を基礎としたセグメントから構成されてお

　り、「ソーシャルサービス事業」及び「受託開発事業」の２つを報告セグメントとしておりま

　す。　

　「ソーシャルサービス事業」は、ブログ、SNS、24時間掲示板監視業務等、コミュニティサービ

　スに関する業務をトータルに行っております。「受託開発事業」は、主にシステムの受託開発を行っ

　ております。

　　なお、「ソーシャルコミュニティ事業」という名称を使用しておりました報告セグメントにつきま

　して、当第２四半期連結会計期間から「ソーシャルサービス事業」に変更しております。変更は名称

　のみであり、これによる報告セグメントの損益に与える影響はありません。

　
２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間(自  平成23年１月１日  至  平成23年６月30日)

　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損益計
算書計上額
(注)２ソーシャル

サービス事業
受託開発事業 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 875,489796,3221,671,812 ― 1,671,812

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

348 23,315 23,663△23,663 ―

計 875,837819,6371,695,475△23,663 1,671,812

セグメント利益又は損失(△) △9,022 107,407 98,384△75,470 22,914

(注)１．セグメント利益の調整額△75,470千円には、セグメント間取引消去300千円、各報告セグメントに配分していな

い全社費用△75,770千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であ

ります。

　　  ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　
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当第２四半期連結会計期間(自  平成 23年４月１日  至  平成23年６月30日)

　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損益計
算書計上額
(注)２ソーシャル

サービス事業
受託開発事業 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 438,893423,429862,322 ― 862,322

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

174 11,020 11,194△11,194 ―

計 439,067434,449873,516△11,194 862,322

セグメント利益又は損失(△) △39,992 64,662 24,670△37,969 △13,298

(注)１．セグメント利益の調整額△37,969千円には、セグメント間取引消去△1,590千円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△36,379千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費で

あります。

 ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　

　

３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

　

　(追加情報)

　 第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17

   号  平成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基

   準適用指針第20号  平成20年３月21日)を適用しております。

　
(金融商品関係)

　　著しい変動がないため、該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

　保有する有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっていないため、記載を省略して

おります。
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(デリバティブ取引関係)

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第２四半期連結会計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日)

１．費用計上額及び科目名

　販売費及び一般管理費の株式報酬費用　　　2,360千円

　

２．付与したストック・オプションの内容

会社名 提出会社

決議年月日 平成23年３月30日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役及び執行役　 ８名　 当社従業員　 64名
子会社取締役 ２名　 子会社従業員 ６名

株式の種類及び付与数　(株） 普通株式　300

付与日 平成23年４月４日

権利確定条件
付与日から権利確定日まで継続して勤務していること、取締
役及び執行役等は任期満了の時まで在任すること。

対象勤務期間 平成23年４月５日～平成25年４月４日

権利行使期間 平成25年４月５日～平成27年４月４日

権利行使価格　(円） 66,465

付与日における公正な評価単価（円） 29,466

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

 当第２四半期連結会計期間末（平成23年６月30日）

　当社は、本社オフィスの不動産賃貸契約に基づき、オフィスの退去時における原状回復に係る債務

を有しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来本社を移転する予　　

定もないことから、資産除去債務を合理的に見積ることが不可能であるため当該債務に見合う資産除

去債務を計上しておりません。

　
(賃貸等不動産関係)

　　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年12月31日)

　 　

1株当たり純資産額 28,383.22円
　

　 　

1株当たり純資産額 25,910.31円
　

　

　(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年12月31日)

純資産の部の合計額(千円) 455,363 418,182

普通株式に係る純資産額(千円) 416,183 384,819

差額の主な内訳(千円) 　 　

　新株予約権 39,169 33,362

　少数株主持分 11 ―

普通株式の発行済株式数(株) 18,041 18,041

普通株式の自己株式数(株) 3,378 3,189

１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式の数(株)

14,663 14,852

　

２  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額等
　
   第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日 
 至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間 
(自　平成23年１月１日 
至　平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 6,541.54円

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

6,356.09円

　
　

１株当たり四半期純利益金額 2,938.83円

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

2,839.99円

　

　

(注)　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日 
 至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日 
至　平成23年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 96,854 43,318

普通株式に係る四半期純利益(千円) 96,854 43,318

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 14,806 14,740

四半期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) 432 513

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

― ―
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第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 1,302.96円

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

1,262.96円
　

１株当たり四半期純損失金額 △2,897.09円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式は存在するものの1株当たり四半期純損
失であるため記載しておりません。

　

(注)  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の

　算定上の基礎
　

項目
前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半期純
損失(△)(千円)

19,291 △42,537

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失(△)(千
円)

19,291 △42,537

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 14,806 14,683

四半期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) 469 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式に
ついて前連結会計年度末から重要な変動がある場合の
概要

― ―
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(重要な後発事象)

  

当第２四半期連結会計期間
(自　平成23年４月１日　　至　平成23年６月30日)

　　当社は、平成23年５月11日開催の取締役会において、株式分割を行う旨の決議を行い、平成23　　

　年７月１日、当該株式分割を行いました。詳細は、下記のとおりであります。

(1)平成23年７月１日付をもって平成23年６月30日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所

　有普通株式数を１株につき1.3株の割合をもって分割いたしました。ただし、分割の結果生ずる　

　１株未満の端数株式は、これを一括売却または買受けし、その処分代金を端数の生じた株主に対 

　 し、その端数に応じて分配いたします。

(2)分割により増加する株式数  　普通株式　5,412株 

 

  当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合における(１株当たり情報)の各数値はそれぞれ

以下のとおりであります。

 
 　１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年12月31日)

　 　

　 21,834.28円
　

　 　

　 19,931.62円
　

 

　１株当たり四半期純利益金額等　　　　　　　　　　　　　 　

　　第２四半期連結累計期間
前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額　　 5,032.16円

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

4,889.40円
　

１株当たり四半期純利益金額　　 2,260.64円

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

2,184.71円
　

 

 
     第２四半期連結会計期間

 
前第２四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額　　 1,002.32

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

971.53円
　

１株当たり四半期純利益金額　　 △2,228.63

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額(注)１

―
　

　(注)１　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四
　半期純損失であるため記載しておりません。

 
　

２ 【その他】

　　　　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年８月13日

株式会社ガイアックス

取締役会  御中

　

ビーエー東京監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    原      伸　　之 　     印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　車　　田　　英　　樹　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ガイアックスの平成22年1月1日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間

（平成22年4月1日から平成22年6月30日まで）及び第2四半期連結累計期間（平成22年1月1日から平成22年6

月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半

期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ガイアックス及び連結子会社の平成

22年6月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第2四半期連結会計期間及び第2四半期連結累計期間の経

営成績並びに第2四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年８月12日

株式会社ガイアックス

取締役会  御中

　

ＵＨＹ東京監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    原    　　伸　　　之    印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    谷　　田　　修　　一    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ガイアックスの平成23年1月1日から平成23年12月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間

（平成23年4月1日から平成23年6月30日まで）及び第2四半期連結累計期間（平成23年1月1日から平成23年6

月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半

期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ガイアックス及び連結子会社の平成

23年6月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第2四半期連結会計期間及び第2四半期連結累計期間の経

営成績並びに第2四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　
追記情報

「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は平成23年5月11日開催の取締役会決議に基づき、平成23

年7月1日付で株式分割を実施している。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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